
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

％

別　紙

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

28,274,393         

31,998               

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

42,112,954                                                                

うち、先駆的事業 -                       

31,998             

3,346,306           1,103,180           

-                       

-                       -                     

51,672,298                                                                

-                       -                     

51,672,298       合計

11,023,837         

事業名（事業メニュー）

-                       4,293,537           4,293,537         

4,449,486         

都道府県 市町村 合計

-                       3,599,047           3,599,047         

44                    ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

116,283,095                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

44                    ％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

51,672,298                                                                

44                                                                  

44                                                                  

％

39,298,230       

14,402,141       37,270,157       

-                       -                       

74,170,141                                                                

-                     

支出等割合



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

0

県

対象人員数
（報酬引上げ）

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

6,218,809

管内市町村 1

15

人

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

海南市

管内市町村 2,985

0

16

和歌山市、橋本市、有田市、新宮市、紀の川市、岩出市、かつらぎ町、九度山町、高野町、湯浅町、広川町、有田川町、印南町、みな
べ町

人日

追加的総業務量（総時間）

自治体参加型

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

0

人日 人日

事業実施自治体

人

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

法人募集型

事業実施自治体

人日



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

2,855,000 14,370,143 19,918,000 2,486,000 14,577,000 

交付金等対象経費

527,440 

16,088,000 2,486,000 13,602,000 11,023,837 495,442

31,998

1,574,2822,054,000 2,054,000 1,574,282

1,776,000 975,000 801,000 1,772,024

事業経費
交付金等対象経費

28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業（実績）の概要

・市町村向け研修会の開催（基礎研修、応用研修）
・市町村への相談員の出張支援

事業の実績

相談員、職員の国民生活センター等への研修参加

広域連携による市町村の相談体制整備推進

消費生活相談員養成講座の開催
地域における消費者教育推進
（学校現場での実践支援、消費者教育担い手育成）
大学との連携による消費者教育推進
見守りネットワーク研修会・サポーター養成講座開催
法執行強化・食品表示適正化
高齢者の消費者被害未然防止対策事業
啓発物品購入費用

10,528,395

11,502,210 2,372,491 

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

798,209

事業経費

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

973,815

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

27年度
補正予算

28年度
本予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

対象経費（実績）

広域連携による市町村の相談体制整備を推進（海草地域、日高地域、東牟婁地域）

事業強化・機能強化の成果

年間研修総日数

年間研修総日数 人日

消費者被害防止ネットワーク研修会の開催。相談員養成講座の開催。地域における消費
者教育推進事業（消費者教育担い手育成、学校教育現場における実践支援）の実施。大
学との連携による消費者教育推進事業の実施。法執行研修への参加。食品表示適正化事
業の実施。高齢者の消費者被害未然防止対策事業の実施。

人

事業計画

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

県消費生活センターの職員・相談員が相模原研修施設での研修等に参加

市町村職員等に対するスキルアップ研修を開催

人日

人日

消費生活センター相談員のレベルアップのための研修支援（旅費・負担金）

年間研修総日数

消費者被害防止ネットワーク支援（講師謝金、旅費、教材費、使用料）、相談員養成事業（委託料、報酬、旅費）、地域にお
ける消費者教育推進事業（報酬、講師謝金、旅費、教材費、使用料）、大学との連携による消費者教育推進事業（講師謝
金、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、広告料、使用料）、法執行研修参加支援（旅費）、食品表示適正化事業
（旅費）、高齢者の消費者被害未然防止対策事業（旅費、消耗品費、印刷製本費）

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

市町村職員研修開催、市町村への相談員の出張支援、市町村等への情報提供（委託料）

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

人

人

人日

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

法人募集型

実地研修受入希望人数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 広域連携による市町村の相談体制整備推進（旅費）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

人

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

30,660,000 

和歌山市、橋本市、御坊市、田辺市、新宮市、岩出市、かつらぎ町、太地町、白浜町

事業経費
基金

（交付金相当分）

基金
（交付金相当分）

28年度
本予算

事業経費

交付金等対象経費

28年度
本予算

27年度
補正予算

事業の実績

交付金等対象経費

橋本市、有田市、御坊市、新宮市 3,739,668 3,599,047

事業計画

27年度
補正予算

4,963,000

376,490

39,640,931 27,891,770 6,631,460 2,746,927 7,224,000 2,790,000 

1,104,530 726,690

43,160,280 

639,000 745,367 745,367橋本市

1,923,1002,357,000 6,219,035

29,785,000

911,000

1,861,000

4,708,36022,820,6665,363,000

2,370,437

433,000

24,147,000

639,000

27,832,331

5,111,000

実施市町村

1,385,000

和歌山市、海南市、橋本市、有田市、御坊市、田辺市、新宮市、紀の川市、岩出市、紀美野
町、かつらぎ町、高野町、湯浅町、広川町、有田川町、美浜町、日高町、由良町、みなべ町、
日高川町、上富田町、すさみ町、那智勝浦町、太地町、北山村、串本町、白浜町

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

6,240,280

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

和歌山市、海南市、橋本市、有田市、新宮市、紀の川市、岩出市、かつらぎ町、九度山町、高
野町、湯浅町、広川町、有田川町、印南町、みなべ町



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

2,746,927                       

交付金相当分

うち管内の市町村合計

啓発物資の配布や啓発講座を開催し、消費者啓発の推進、悪質商法の情報提供、注意喚起を行い消費者被害の防止を図った。

円

円

事業強化・機能強化の成果の概要

34,523,230            

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

相談員及び相談業務担当職員の能力向上を図った。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

円

専門相談員の配置による相談窓口の整備、従事を図った。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

5,119,418                       46,552,880            

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

地域で見守り活動・消費者教育を担える個人や団体の育成を目指した養成講座の実施

2,372,491                       

円

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

12,029,650            

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

相談業務環境の向上を図った。



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

0 円 0

円 円

98,506,633      

-                    

円

円

円

円

64,610,797         

64,610,797           

-                        

0

円

円

51,672,298           

-                        

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） -                       人

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

人

円

人

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

円

円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

円

52,117,309      

うち先駆的事業

円

150,623,942     

うち先駆的事業

うち管内市町村

-                    

人

％

4,842,797           

うち交付金等対象外経費

59,768,000         

円

88.5

-                     

対前年度差

％

-33,895,836      

-4,007,870        

円

-                     

45,198,141        

円

37,832,954        

-                     

-38,031,870      

円

うち交付金等対象経費

円円

14,402,141           円

44.4

うち管内市町村

円

19.4

％

人

円

56,412              

円

-                     

56,412              

円-34,024,000      93,792,000

円

円

0

37,270,157           

-                     

-                     

128,164            

円

円

円

3,691,023         

円

-34,340,847      円

円円

円

円

円

-445,011          

3,562,859         

0

円

30,796,000        

112,202,011     

0

18,410,011

円

①都道府県の消費者行政決算見込み額

うち交付金相当分取崩対象外経費

円うち都道府県

0 円

円

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

4,714,633

うち都道府県

4,842,797

38,421,931      

0

4,293,4554,237,043 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

-                     

74,170,141           28,972,000         

前年度平成２０年度

円

うち交付金等対象外経費 28,972,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度

円

0 円 円

4,280,000           

円

円

円 59,768,000

円

円

42,112,954           円 円

対平成２０年度差

円

円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象経費

116,283,095         

円

円円33,707,298

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 33,252,000         

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

4,280,000 円

4,237,043        

円円

円

33,252,000         円31,358,797        

4,293,455            

0

円

円

円

円

83,031,095        

562,797            



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援

③就労環境の向上

処遇改善の取組 具体的内容

15

15

今年度末実績

今年度末実績

人

人

人

円

相談員総数

前年度末

前年度末の基金残高（交付金相当分） 19,065,385                           

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数

相談員総数

円

円

消費生活相談員の配置 15

19,251                                 

前年度末 相談員総数 人

人 今年度末実績相談員総数

④その他

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末

①報酬の向上

人

今年度末実績 相談員総数

相談員総数

人

15

相談員総数

人

うち定数内の相談員

-                                         

5,119,418                             

設置当初の基金残高（交付金相当分） 201,500,000                          

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

13,965,218                           

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） 円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

③就労環境の向上

今年度末実績 相談員総数

相談員総数 18

（和歌山市）
消費生活相談員（2名×1回）の研修参加支援

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 18前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

（和歌山市）平成28年度　消費生活相談員１名の報酬の向上（月額129,000円→月額130,000円）

（海南市）   平成22年度　　　　　　　　1回あたり（3時間）の相談費用　5,000円
　　　　　   　平成23年度～25年度　　1回あたり（3時間）の相談費用　10,500円
　　　　　　   平成26年度～28年度　　1回あたり（3時間）の相談費用　10,800円

前年度末 相談員総数

人消費生活相談員の配置

15うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 2前年度末

人 今年度末実績相談員総数 15

今年度末実績

人相談員総数

1 人

相談員総数2 人

1人


